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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第46期

第２四半期累計期間
第47期

第２四半期累計期間
第46期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 4,879,404 5,491,113 10,331,385

経常利益 (千円) 459,840 598,388 866,736

四半期(当期)純利益 (千円) 314,804 409,563 616,654

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 313,700 313,700 313,700

発行済株式総数 (株) 5,564,000 5,564,000 5,564,000

純資産額 (千円) 4,160,499 4,667,893 4,468,547

総資産額 (千円) 8,007,892 8,810,630 8,503,076

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 56.63 73.68 110.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 38.00

自己資本比率 (％) 52.0 53.0 52.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 484,393 833,858 919,278

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △142,516 △459,622 △412,410

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △179,517 △207,204 △180,857

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,079,659 1,410,342 1,243,310
 

　

回次
第46期

第２四半期会計期間
第47期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 27.17 37.64
 

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

５ 第46期の１株当たり配当額の内訳は、普通配当12円、特別配当26円であります。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間における我が国経済は、好調な米国経済を背景に輸出が持ち直し、企業活動は回復が続き

ました。一方、家計部門でも、夏場の天候不順による一時的な影響はあったものの、緩やかな回復基調にあり、全

体として、底堅い内外需を背景に景気は回復基調が続いております。

当第２四半期累計期間は、総じて堅調な需要を背景に、活発な生産活動を維持いたしました。

シャーシモデルの一斉変更前の駆け込み需要もあり、先行製作車の販売を中心に売上は順調に推移し、その結

果、前第２四半期累計期間に比べ増収・増益となりました。

業績(数値)につきましては、前第２四半期累計期間に比べ受注高は286百万円減の4,966百万円(前年同四半期比

5.5％減)、売上高は611百万円増の5,491百万円(前年同四半期比12.5％増)となりました。損益につきましては、営

業利益は136百万円増の584百万円(前年同四半期比30.4％増)、経常利益は138百万円増の598百万円(前年同四半期

比30.1％増)、四半期純利益は94百万円増の409百万円(前年同四半期比30.1％増)を計上することとなりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末残高に比べ307百万円増加し、8,810百万円となりました。こ

れは主に、売上債権の減少395百万円等はありましたが、現金及び預金の増加465百万円、たな卸資産の増加107百

万円、建物の増加12百万円、土地の増加64百万円及び出資金の増加25百万円等によるものであります。

負債は、前事業年度末残高に比べ108百万円増加し、4,142百万円となりました。これは主に、前受金の減少91百

万円及び未払消費税等の減少40百万円等はありましたが、仕入債務の増加219百万円等によるものであります。

純資産は、前事業年度末残高に比べ199百万円増加し、4,667百万円となりました。これは主に、剰余金の配当

211百万円はありましたが、四半期純利益の計上409百万円等によるものであります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

営業活動の結果得られた資金は、833百万円(前年同四半期比72.1％増)となりました。これは主に、法人税等の

支払額125百万円、たな卸資産の増加107百万円及び前受金の減少91百万円等はありましたが、税引前四半期純利益

の計上598百万円、売上債権の減少396百万円及び仕入債務の増加217百万円等によるものであります。

投資活動の結果使用した資金は、459百万円(前年同四半期比222.5％増)となりました。これは主に、定期預金の

純増加額300百万円及び固定資産の取得による支出135百万円等によるものであります。

財務活動の結果使用した資金は、前第２四半期累計期間に比べ27百万円増加し、207百万円(前年同四半期比

15.4％増)となりました。これは、配当金の支払いによるものであります。

従いまして、現金及び現金同等物の当第２四半期会計期間末残高は、前事業年度末残高に比べ167百万円増加

し、1,410百万円(前期比13.4％増)となりました。
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(4) 研究開発活動

当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は56百万円であります。

 
(5) 主要な設備

当第２四半期累計期間において、新たに確定した主要な設備の新設等の計画は、次のとおりであります。

事業所名
（所在地）

設備の内容
投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定年月総額
（千円）

既支払額
（千円）

ｅセンター
（高知県南国市）

建物改修・設備増設 193,500 117,976 自己資金 平成29年９月 平成29年11月
 

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　２　既支払額の内訳は、主として明見工場に隣接する他社工場跡地購入及び建物改修等であります。

　３　生産環境の充実を主目的としており、完成後の増強能力についての記載は省略しております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 17,576,000

計 17,576,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,564,000 5,564,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 5,564,000 5,564,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年９月30日 ― 5,564,000 ― 313,700 ― 356,021
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(6) 【大株主の状況】

平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社扇港鋼業所 兵庫県神戸市東灘区住吉南町三丁目1-5 573 10.31

兼松エンジニアリング従業員持
株会

高知県高知市布師田3981番地7 480 8.63

山　本　 琴 一 高知県高知市 463 8.32

山　口　 隆　士 高知県高知市 318 5.72

山　本　 吾　一 高知県高知市 262 4.72

三　谷　 惠 美 子 高知県高知市 212 3.82

栁　川　 裕　司 高知県高知市 197 3.56

株式会社四国銀行 高知県高知市南はりまや町一丁目1-1 152 2.73

坂　本　 洋 介 高知県高知市 133 2.41

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目8-11 118 2.13

計 ― 2,913 52.36
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　 5,200

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

5,557,100
55,571 ―

単元未満株式
普通株式

1,700
― ―

発行済株式総数 5,564,000 ― ―

総株主の議決権 ― 55,571 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
兼松エンジニアリング株式会社

高知県高知市布師田
3981番地7

5,200 ― 5,200 0.09

計 ― 5,200 ― 5,200 0.09
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成29年７月１日から平成29年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

 

EDINET提出書類

兼松エンジニアリング株式会社(E01721)

四半期報告書

 8/17



１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,194,250 2,659,994

  受取手形及び売掛金 2,740,772 ※１  2,345,020

  商品及び製品 200,688 303,173

  仕掛品 791,463 776,471

  原材料及び貯蔵品 242,738 262,338

  繰延税金資産 135,169 146,337

  その他 21,561 28,876

  貸倒引当金 △1,370 △1,172

  流動資産合計 6,325,274 6,521,040

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 478,343 490,973

   土地 1,254,363 1,318,496

   その他（純額） 193,894 215,236

   有形固定資産合計 1,926,601 2,024,706

  無形固定資産 52,600 41,389

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 75,743 74,661

   その他 126,577 152,053

   貸倒引当金 △3,721 △3,221

   投資その他の資産合計 198,599 223,493

  固定資産合計 2,177,801 2,289,590

 資産合計 8,503,076 8,810,630
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,912,635 ※１  3,132,304

  未払法人税等 146,519 214,893

  賞与引当金 265,000 300,000

  役員賞与引当金 60,200 4,735

  製品保証引当金 62,000 51,100

  その他 395,406 232,515

  流動負債合計 3,841,760 3,935,548

 固定負債   

  退職給付引当金 183,298 197,718

  その他 9,470 9,470

  固定負債合計 192,768 207,188

 負債合計 4,034,529 4,142,737

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 313,700 313,700

  資本剰余金 356,021 356,021

  利益剰余金 3,793,414 3,991,744

  自己株式 △1,828 △1,828

  株主資本合計 4,461,306 4,659,636

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 7,240 8,256

  評価・換算差額等合計 7,240 8,256

 純資産合計 4,468,547 4,667,893

負債純資産合計 8,503,076 8,810,630
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 4,879,404 5,491,113

売上原価 3,638,092 4,121,707

売上総利益 1,241,312 1,369,405

販売費及び一般管理費 ※１  793,127 ※１  784,995

営業利益 448,184 584,409

営業外収益   

 受取利息 30 14

 受取賃貸料 8,790 9,102

 その他 2,858 5,015

 営業外収益合計 11,679 14,132

営業外費用   

 為替差損 ― 102

 その他 23 51

 営業外費用合計 23 154

経常利益 459,840 598,388

特別利益   

 固定資産売却益 18 46

 特別利益合計 18 46

特別損失   

 固定資産売却損 18 ―

 固定資産除却損 68 181

 特別損失合計 86 181

税引前四半期純利益 459,772 598,252

法人税、住民税及び事業税 139,955 198,763

法人税等調整額 5,012 △10,074

法人税等合計 144,967 188,689

四半期純利益 314,804 409,563
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 459,772 598,252

 減価償却費 67,446 63,049

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,165 △697

 賞与引当金の増減額（△は減少） 81,280 35,000

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △66,025 △55,465

 製品保証引当金の増減額（△は減少） 2,000 △10,900

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 11,952 14,420

 受取利息及び受取配当金 △563 △547

 売上債権の増減額（△は増加） 195,044 396,251

 たな卸資産の増減額（△は増加） △228,390 △107,092

 仕入債務の増減額（△は減少） 197,525 217,354

 その他 △82,457 △191,121

 小計 633,419 958,505

 利息及び配当金の受取額 563 547

 法人税等の支払額 △149,589 △125,193

 営業活動によるキャッシュ・フロー 484,393 833,858

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） ― △300,000

 有形固定資産の取得による支出 △140,964 △135,161

 無形固定資産の取得による支出 △2,980 △783

 出資金の払込による支出 ― △25,250

 その他 1,429 1,572

 投資活動によるキャッシュ・フロー △142,516 △459,622

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △179,517 △207,204

 財務活動によるキャッシュ・フロー △179,517 △207,204

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 162,359 167,031

現金及び現金同等物の期首残高 917,300 1,243,310

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  1,079,659 ※１  1,410,342
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※１ 四半期会計期間末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当第２四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形等を満期日

に決済が行われたものとして処理しております。

 

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年９月30日)

受取手形及び売掛金 ― 187,366千円

支払手形及び買掛金 ― 293,054千円
 

 

(四半期損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

給料 204,950千円 196,958千円

賞与引当金繰入額 147,604千円 144,325千円

役員賞与引当金繰入額 4,735千円 4,735千円

退職給付費用 5,775千円 7,955千円

貸倒引当金繰入額 △695千円 △697千円

製品保証引当金繰入額 2,000千円 3,373千円
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金 1,831,939千円 2,659,994千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △747,852千円 △1,247,852千円

別段預金 △4,427千円 △1,800千円

現金及び現金同等物 1,079,659千円 1,410,342千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

 
　１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月21日
定時株主総会

普通株式 183,439 33.00 平成28年３月31日 平成28年６月22日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

当第２四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

 
　１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月20日
定時株主総会

普通株式 211,233 38.00 平成29年３月31日 平成29年６月21日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

当社は、環境整備機器関連事業並びにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまして、開示対象となるセ

グメントはありませんので、記載を省略しております。

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

当社は、環境整備機器関連事業並びにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまして、開示対象となるセ

グメントはありませんので、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 56円63銭 73円68銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 314,804 409,563

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 314,804 409,563

    普通株式の期中平均株式数(株) 5,558,786 5,558,786
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月10日

兼松エンジニアリング株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   小 竹   伸 幸   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   後 藤   英 之   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼松エンジニア

リング株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第47期事業年度の第２四半期会計期間(平成29年７月１

日から平成29年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、兼松エンジニアリング株式会社の平成29年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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